
独立行政法人環境再生保全機構の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成１９年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長 改定なし

理事 改定なし

監事 改定なし

監事（非常勤） 改定なし

２　役員の報酬等の支給状況

平成１９年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

　環境省独立行政法人評価委員会の当該事業年度に係る業務の実績に関する評価結果を踏
まえ業績給に反映させることとしている。

（参考）役員報酬規程第７条第４項

理事長の業績の額は、基準額に100分の132を乗じて得た額に、別に定める評価委員会の評価結果に則した100分
の200から100分の0までの範囲内で定める割合を乗じて得た額とする。

前職
就任・退任の状況

役名
その他（内容）

千円 千円 千円 千円

1,567 （特別都市手当）
85 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

1,192 （特別都市手当）

174 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

1,192 （特別都市手当）

206 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

1,192 （特別都市手当）

320 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

1,094 （特別都市手当）

235 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

注１：「特別都市手当」とは、民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に支給されているものである。

注２：「前職」欄は、役員の前職を種類別に退職公務員は「*」、退職公務員でその後独立行政法人等の退職者は「＊※」の記号を付している。

*229 （通勤手当）5,904 3月31日6,133

C理事 15,392 9,936 3,944 *

B理事 15,221 9,936 3,887

4,006 3月31日

20,517 13,056 5,809

B監事
（非常勤）

A監事 14,507

3月31日 *※

A理事 15,308 9,936

法人の長

9,120 4,058



３　役員の退職手当の支給状況（平成１９年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

5,222
（一部支給額）

千円 年 月

1,138
（一部支給額）

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

法人の長 4 H20.3.31 －

当該支給額は当該役員の在
職期間の事業年度評価が確
定していないため、暫定業績
勘案率（0.8）を用いて算出した
暫定退職手当として退職手当
の一部を支給したものである。

*※

理事A

摘　　要

1 10

法人での在職期間

当該支給額は当該役員の在
職期間の事業年度評価が確
定していないため、暫定業績
勘案率（0.5）を用いて算出した
暫定退職手当として退職手当
の一部を支給したものである。

－H20.3.31

監事 該当者なし

理事Ｂ

理事Ｃ

該当者なし

該当者なし

千円 年 月

注：暫定業績勘案率は、事業年度評価が確定していない年度の年度業績勘案率を0.0として退職役員の在職月数に応じて加重平均

　　 して算出したものである。

注：「前職」欄は、退職公務員でその後独立行政法人等の退職者について「＊※」の記号を付している。

監事
（非常勤）

該当者なし

監事 該当者なし



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成１９年度における給与制度の主な改正点

 賞与：業績手当（査定分） 　人事評価制度の評価結果に基づき、業績手当に反映

　① 人件費管理の基本方針

　中期目標で示された一般管理費の削減目標（中期目標期間の最終年度において特殊法人
時の最終年度（平成１５年度）比で１５％（統合発足初年度である平成１６年度比で１０％）を上
回る削減を行う。）を達成する。
　また、行政改革の重要方針（平成１７年１２月２４日閣議決定）を踏まえ、平成１８年度以降の
５年間における人員の５％以上の削減を、前倒しで今中期計画期間中（平成２０年度末まで）
において達成するなど総人件費の削減に努める。

　国家公務員に対する人事院勧告等を参考にしつつ、社会一般の情勢に適合した給与水準
となるよう努めている。

　業績評価及び発揮能力評価から構成される人事評価制度の評価結果を給与・賞与へ反映
させることとしている。

給与種目 制度の内容

昇給 　人事評価制度の評価結果に基づき、５段階の昇給幅で昇給を実施（Ｈ20.4より導入）

　ウ 平成１９年度における給与制度の主な改正点

　特別都市手当の見直し
　　大阪支部（大阪市）支給割合　5/100→6/100（平成２２年度までの間に段階的に改定）

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

90 45.9 8,363 6,047 198 2,316
人 歳 千円 千円 千円 千円

90 45.9 8,363 6,047 198 2,316

人 歳 千円 千円 千円 千円

7 32.8 3,342 2,748 101 594
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 32.8 3,342 2,748 101 594

注：「常勤職員」については任期付職員を除いている。

　「研究職種」、「医療職種」、「教育職種」については該当者がいないため記載を省略した。

　　「在外職員」、「再任用職員」、「非常勤職員」については該当者がいないため記載を省略した。

人員

事務・技術

区分

常勤職員

うち所定内 うち賞与平均年齢
平成19年度の年間給与額（平均）

総額

任期付職員

事務・技術



②年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔任期付職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

3 57.8 - 13,378 -

注：20歳～23歳の職員については、該当者が２名以下のため、当該個人にかかる情報が特定されるおそれのあるこ

　　から、平均給与額の記載は省略した。また、20歳～23歳の職員については、該当者が４人以下のため、第１、第３

　　四分位を表示していない。

平均平均年齢人員分布状況を示すグループ

代表的職位

　本部部長
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平均給与額

第３四分位

国の平均給与額

第１四分位

年間給与の分布状況（事務・技術職員）

千円

人
千円

3 57.8 - 13,378 -

21 55.5 10,736 11,237 11,726

1 53.5 - - -

31 49.5 7,777 8,506 9,194

1 52.5 - - -

11 40.0 5,819 6,589 7,743

2 44.0 - - -

3 34.5 - 5,018 -

17 30.5 4,033 4,417 4,605

注：代表的職位「地方課長」、「地方課長代理」、「地方係長」については、該当者がそれぞれ２名以下のため、

　　 当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、平均額については記載していない。
     また、「本部部長」、「本部主任」については、該当者が３名のため第１・第３四分位を記載していない。

③  職級別在職状況等（平成２０年４月１日現在）（事務・技術職員）

区分 計 １等級 ２等級 ３等級 ４等級 ５等級

標準的 部長 係長
な職位 次長 主任

人 人 人 人 人 人

90 3 22 32 16 17
（割合） (3.3%) (24.4%) (35.6%) (17.8%) (18.9%)

歳 歳 歳 歳 歳

59～55 59～49 59～39 55～32 40～24

千円 千円 千円 千円 千円

10,394～8,600 8,744～6,332 7,365～4,381 6,084～3,443 4,338～2,569

千円 千円 千円 千円 千円

14,896～12,195 12,385～8,912 10,240～6,150 8,511～4,791 6,000～3,554

　本部課長

　本部課長代理

年齢（最高
～最低）

年間給与
額(最高～
最低)

人員

課長代理 係員課長

　本部係長

　本部主任

　本部係員

　地方課長

　地方課長代理

　地方係長

　本部部長

所定内給
与年額(最
高～最低)



④賞与（平成１９年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

57.7 60.0 58.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.3 40.0 41.1

％ ％ ％

         最高～最低 45.5～34.2 43.0～33.8 43.0～34.0

％ ％ ％

65.3 65.7 65.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 34.7 34.3 34.5

％ ％ ％

         最高～最低 37.6～31.6 36.7～31.2 36.0～31.4

⑤職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員)

114.7

107.2

一律支給分（期末相当）

対国家公務員指数（行政職（一））

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

対他法人指数（事務・技術職員）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

区分

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出



給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　  １１３．２

参考 学歴勘案　　　　　　  １１０．３

地域・学歴勘案　　　１１１．２

国家公務員

48.2

　また、当機構は特殊法人整理合理化計画に基づき、旧公害健康被害補
償予防協会及び旧環境事業団が実施していた多岐にわたる業務を承継し
ており、各業務の専門部署を設置した結果、機構の管理職割合（27.8％）
が国（13.4％※）より高くなっていることも、対国家公務員指数を上げる要因
の一つになっていると考えられる。

※国の管理職割合は平成18年度国家公務員給与等実態調査（人事院）の
行（一）６級以上の割合である。

内容

対国家公務員　　１１４．７

　当機構は、環境分野の政策実施機関として、環境分野における専門性と
知識・能力を有する人材を確保してきたことから大卒者以上の占める割合
が国に比べ高くなっていることが対国家公務員指数を上げる要因の一つと
考えられる。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

指数の状況

項目

環境再生保全機構

82.2
大学卒

【職員数に占める大学卒以上の比率（％）】

【国からの財政支出について】
　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　22.23％
（国からの財政支出額　26,937,284千円、支出予算の総額　121,179,113千

　

講ずる措置

　給与水準の適切性の
　検証

【累積欠損額について】
　累積欠損額　0円（平成18年度決算）

（国からの財政支出額　26,937,284千円、支出予算の総額　121,179,113千
円：平成19年度予算）
【検証結果】
　国からの財政支出の割合を踏まえ、今後も当機構の業務の実績を考慮し
つつ、社会一般の情勢に適合した水準となるよう努めていく。

【支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合】
　1.5％（平成19年度決算）

１．行政改革の重要方針（平成１７年１２月２４日閣議決定）を踏まえ、

平成１８年度以降の５年間における人員の５％以上の削減については、

前倒しで今中期計画期間中（平成２０年度末まで）において達成する。

２．給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを計画的かつ着実に実

施することにより給与水準の低減を図る。

<具体的な改善策> 

（平成１９年度に講じた措置）

① 一般職における賞与支給割合の据置き（国は0.05月引き上げ）

②俸給表改定の見送り

③初任給改定の見送り

④扶養手当引き上げの1年見送り（国は月額500円引き上げ）

（平成２０年度に講じる措置）

新たに導入した人事評価制度を活用し、賞与以外の給与にも法人の

業績評価やその職員の勤務成績の反映を行うなど給与体系の見直しを

進める。

また、今後、業務の見直し等に併せて、管理職数の削減に努める。

<給与水準是正の目標水準及び具体的期限>

上記の措置を講ずることにより、平成１８年度の対国家公務員指数

１１９．３について、平成２２年度までに対国家公務員指数を概ね１１2程

度とし、地域差、学歴構成を勘案した指数は概ね１09程度とする。



Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成19年度）

前年度
（平成18年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

①給与、報酬等支給総額、最広義人件費増減の要因

福利厚生費
198,673

退職手当支給額
245,882 (44.3)

1,206

1,224,288

(0.6)204,445 △5,772 (△2.8)

最広義人件費

非常勤役職員等給与

75,543

△30,645

136,745 △18,480

給与、報酬等支給総額

比較増△減

△62,9941,193,643

中期目標期間開始時（平成
16年度）からの増△減

(17.3)(△13.5) 17,443118,265

区　　分

(△5.0)(△2.5)

147,231

(6.2)1,756,463 1,735,817 20,646 (1.2) 102,886

(149.2)170,339

中期計画に定めた常勤職員数の削減を行ったこと等により、給与、報酬等支給総額が前年

度と比較して減少した。これらにかかる法定福利の減少により福利厚生費も前年度と比較し

て減少した。

また、退職手当支給額が増加（前年度より定年退職者数の増加）したことにより最広義人件

費が増加した。

②行革推進法、「行政改革の重要方針」（17.12.24閣議決定）による人件費削減の取組状況

基準年度
（平成18年4月1日）

平成18年度 平成19年度

人員数
（人）

161

（人員純減の場合）　　　　　　　総人件費改革の取組状況

年　　　度

（注３）平成１８年度以降の５年間における人員の５％以上の純減については、今中期計画期間中において達成する
予定であること、次期中期計画における人員削減計画が未決定であることから平成21年度以降の記載は省略してい
る。

（注１）新規業務（石綿健康被害救済業務）の追加に伴い、平成１７年度　４名、平成１８年度　４０名の増員が認めら
れているため、基準年度は平成18年4月１日現在の人員としている。
（注２）人員数には、常勤役員数5名が含まれている。

159

▲1.2

157

▲2.5
人員純減率
（％）

費が増加した。

業務運営の効率化を図るとともに、機構が十分な役割を果たすことができるよう業務の改善・

見直しを進めることにより、石綿健康被害救済業務に従事する職員を除き、期末の常勤職員

数を期初の８割以下とする。

また、「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）を踏まえ、平成１８年度以降

の５年間における人員の５％以上の純減については、今中期計画期間中において達成する。

期初の常勤役職員数１３６人

石綿健康被害救済業務の追加に伴い増員した常勤職員数４４人

期末の常勤役職員数の見込み１５１人

平成20年４月１日現在の常勤役職員数１５7人（平成１9年度２人削減）



Ⅳ 法人が必要と認める事項

特になし
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